
Ö．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については、定期預金及び有価証券（譲渡性預金）に限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規定に基づき
行っており、株式等は保有しておりません。また、未収金は、債権管理事務取扱要項に沿ってリ
スク管理を行っております。
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 254¶193 254¶193 `

] 未収金 72¶682 72¶682 `

^ 有価証券 900¶000 900¶000 0

_ 未払金 (980¶925) (980¶925) (`)

` リース債務 (103¶591) (103¶591) (0)

注）１．負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
２．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、] 未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
有価証券 附 属 明 細 書

\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 3¶588¶901 434¶285 17¶783 4¶005¶403 1¶251¶444 165¶023 ` ` ` 2¶753¶958

構 築 物 663¶478 43¶137 5¶325 701¶290 426¶232 24¶546 ` ` ` 275¶058

機 械 装 置 ` 20¶091 ` 20¶091 295 295 ` ` ` 19¶795

工具器具備品 134¶701 27¶789 1¶396 161¶093 44¶211 24¶785 ` ` ` 116¶882

船 舶 380 ` ` 380 379 ` ` ` ` 0

計 4¶387¶461 525¶303 24¶505 4¶888¶259 1¶722¶564 214¶651 ` ` ` 3¶165¶694

有 形 固 定 資 産
(特定償却資産以外)

建 物 128¶271 34¶963 0 163¶235 18¶988 7¶550 ` ` ` 144¶246

構 築 物 19¶148 16¶413 199 35¶362 4¶645 1¶998 ` ` ` 30¶717

機 械 装 置 10¶282 987 0 11¶269 7¶268 889 ` ` ` 4¶001

工具器具備品 563¶303 334¶998 148¶556 749¶745 279¶124 73¶273 ` ` ` 470¶620

図 書 1¶194¶422 17¶986 2¶892 1¶209¶516 ` ` ` ` ` 1¶209¶516

車 両 運 搬 具 13¶165 ` ` 13¶165 12¶915 794 ` ` ` 250

計 1¶928¶594 405¶349 151¶648 2¶182¶295 322¶941 84¶505 ` ` ` 1¶859¶353

^ 有価証券
有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

_ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

` リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適
用しております。
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×．賃貸等不動産関係
当法人は、徳島県鳴門市において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に
重要性が乏しいため、注記を省略しております。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」」（企業会計基準適
用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。

Ø．貸借対照表注記
運営費交付金から充当されるべき賞与見積額 209¶983千円
運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額 3¶183¶815千円
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